
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2020 年 12 月 3 日） 
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NY 市場レポート （前日 22 時 00 分～午前 6 時 30 分まで） 

主要な米経済指標の結果 

新規失業保険申請件数 71.2 万件（予想 76.5 万件・前回 77.8 万件⇒78.7 万件） 

失業保険継続受給者数 552.0 万人（予想 581.1 万人・前回 607.1 万人⇒608.9 万人） 

米新規失業保険申請件数（11/28 までの週）は、前週比-7.5 万件となり、3 週ぶりの減少となった。ただ、

依然として改善ペースは緩やかであり、新型コロナ感染者急増に関連した営業規制などが懸念されてい

る。一方、失業保険継続受給者数（11/21 までの週）は、-59.9 万人となり、10 週連続の減少となった。 
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11 月 ISM 非製造業景況指数 55.9（予想 56.0・前回 56.6） 

米 11 月の ISM 非製造業景況指数は、前月から 0.7 ポイント低下となり、市場予想も下回る結果となった

が、景気拡大・縮小の判断基準となる 50 は 6 ヵ月連続で上回っている。景況指数が 58.0（前月 61.2）、

新規受注が 57.2（58.8）、在庫が 49.3（53.1）と低下したが、仕入価格は 66.1（63.9）、雇用は 51.5

（50.1）と上昇した。 11 月は 14 業種が景況拡大、4 業種が縮小を報告した。 
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ダウ平均は 3 営業日続伸、ナスダックは反発 

米株式市場では、新型コロナウイルスワクチンの実用化への期待や、米国の追加経済対策の協議進展期

待を背景に、ダウ平均株価が一時前日比 227 ドル高まで上昇するなど、主要株価指数は序盤から堅調な

動きとなった。さらに、序盤に発表された米新規失業保険申請件数が 3 週ぶりに減少したことも下支え

要因となった。しかし、終盤には米製薬大手のファイザーが今年のワクチン出荷目標を半減との報道を

受けて、主要株価指数は軒並み急速に上げ幅を縮小し、ダウ平均株価は 85.73 ドル高（+0.29％）で終了

した。一方、ハイテク株中心のナスダックは 27.82 ポイント高（+0.23％）で終了した。なお、S&P500

はマイナス圏まで下落し、小幅反落となった。 
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ドルは主要通貨に対して上値の重い動き 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドル円・クロス円は序盤から上値の重い動きとなった。新型

コロナウイルスワクチンの実用化への期待や、米追加経済対策の進展期待を背景に米主要株価指数が上

昇するなど、投資家のリスク選好の動きから、ドルは主要通貨に対して上値の重い動きとなった。ドル

の主要通貨に対する動きを示すドル指数は、2018 年 4 月以来の低水準となるなど、ドルが欧州通貨や資

源国通貨に対して下落したこともあり、対円でも一時 103.67 まで下落し、11/23 以来の安値となった。

一方、来週の ECB 理事会で緩和策強化が見込まれていることもあり、ユーロは対ドルで上昇したものの、

対円では上値の重い動きとなった。また、英国の EU 離脱に関する懸念も根強く、ポンドも対円で上値の

重い動きとなった。

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ
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